
振り込め詐欺の救済法（２０２４年４月２２日掲載）

銀行で「組戻し」など３点の手続き早急に

【質問】

　昨日、いわゆる振り込め詐欺の被害に遭い、１５万円をだまし取られてしまいま

した。相手とのやりとりはショートメッセージで行っていたので、今も確認できる

のですが、弁護士に頼むなどすると費用倒れになるのではないか、と心配していま

す。なにかできることはないでしょうか？

　　　　　　　　　　　　　　　

【回答】

　まず、「昨日」の入金処理ならすでに手遅れかもしれませんが、①相談者が自分

の保有する預貯金口座から容疑者の預貯金口座に１５万円を振り込んだのであれば、

利用した銀行などに「組戻し」（簡単に言うと振り込みの取り消し）の手続きがで

きないかを念のため確認してください。

　次に②容疑者の振込先の銀行などで、当該口座を利用停止（凍結）するための手

続きをしてください。後日、いわゆる振り込め詐欺救済法によって、被害が回復さ

れる場合があります。振り込みの事実を確認できる資料が必要となりますので、振

り込み明細票などは保管しておいてください。詳細は振込先の銀行などにご相談を。

　あわせて、③警察に被害届を提出してください。容疑者が逮捕されるなどして、

容疑者側から被害弁償されることがあります。また、容疑者が起訴され、犯罪行為

によって得た財産などを被告から剝奪する刑事裁判が確定した場合、被害回復給付

金が支給される場合があります。詳細は当該刑事裁判を担当する検察官にご相談を。

　以上の３点が直ちに行うべき手続きです。その後、なるべく費用をかけずにでき

ることとすると、容疑者の情報が明らかになっていれば、自力で容疑者に損害の賠

償を請求することです。ただし、手続きの手間や回収の困難性などの大きな問題が

あります。

　そのため、容疑者が不明な場合も含め、まず法律相談を受けることをお勧めしま

す。和歌山弁護士会でも犯罪被害者のための無料法律相談（予約受付電話０７３－

４２２－５００５）を実施しています。

　振り込め詐欺などでは、一度被害に遭ったからもう遭わないというわけではなく、

再度同じような犯罪に巻き込まれる可能性や、二次被害（回収が困難な被害金を簡

単に回収できるかのように誤信させ、回収費用と称して現金を詐取するなど）の可

能性もありますので、できる限り周囲と相談し、注意して生活するようにしてくだ

さい。　

（弁護士　津田泰宏）

　　　　　　　　　　　　　　　　　


